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　These actions make  it possoble  to chatch  the chaildren and family's needs of community and 
connect to support and supecial aid.



















































































































































































      
 
      







































     


















































































成 7）年であり、「Ⅱ　成立期：1996（平成 8）年－ 2000（平成 12）年」の開始は５ヵ所、「Ⅲ
　展開期：2001（平成 13）年－ 2004（平成 16）年」の開始は 18 ヵ所、「Ⅳ　転換期：2005（平












人であり、常勤が 60.4％、非常勤が 35.3％である。その資格をみると、社会福祉士が 10.8％、
精神保健福祉士 5.0％、保健師 8.6％、保育士 33.1％、教員 12.2％、臨床心理士 3.6％、児童福
祉司 5.0％、その他 25.2% である。また「虐待対策ワーカー」の平均数は 1.3 人であり、常勤
が 73.2％、非常勤が 26.8％である。その資格をみると＊10、社会福祉士が 25.0％、精神保健福


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図８ アウトリーチ・ネット ークがケースマネジメントの各プロセスに与える影響 
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１．ニーズキャッチ
　支援を求めない家庭への支援の特徴は、「ニーズキャッチ」の重要性である。家庭の生活実
態が伝わってこないということが特徴であり、支援はこれを把握するところからスタートする。
これに影響を及ぼす取り組みは、関係者が持っている情報を子ども家庭支援センターに集約し
て家庭の全体像を把握する「情報一元化」のシステムと、当事者からの要請がなくても積極的
に家庭訪問等に出向いて実態を把握する「アウトリーチ」である。いずれも、「ネットワーク」
が構築されていることが前提となる。以下、この詳細を論じる。
　実態調査結果から、子ども家庭支援センターが情報一元化の拠点となっていることがわかっ
た。また、支援を求めない家庭のニーズをキャッチするためには子ども家庭支援センターがネッ
トワークの要となっていること、センターの存在が地域に知られていること、センターが地域
住民にとって相談しやすい場となっていることが、重要であることがわかった。さらに、関係
者が既に持っている情報の断片を合わせるだけでは不十分であり、支援を求めない家庭の生活
実態を把握するためには、アウトリーチが不可欠となる。家庭訪問によって、子どもや保護者
の状況を把握していることは、調査結果からも明らかとなっている。この際にも、ネットワー
クの活用が重要となる。場面や家庭の状況に応じて、それぞれの機関・施設や職種による専門
性や特徴を活かした役割分担を行い、ネットワークによる重層的な関わりを行う。具体的には、
保護者の育児不安が強い時は保健師、保育所と良い関係にある時には保育所職員、子どもの不
登校に保護者が困っているときには学校、というように、家庭と地域関係者の関係性を活用し
たアウトリーチを行なう。介入的な対応が必要な場合は、子ども家庭支援センターが訪問ある
いは同行し、危機状況にある時は立入調査権のある児童相談所が訪問するなど、関係性や状況
に応じた調整が必要である。また、一か所の機関のみのアウトリーチでは、必要な情報が入手
できないことは、金子（2005）＊11 が明らかにしているところであり、複数の関係機関・施設等
による多職種協働は不可欠である。その際に、家庭にアプローチする機関・施設やタイミング
を子ども家庭支援センターが適切にマネジメントすることが重要である。
２．アセスメント
　ネットワーク・アウトリーチによって得た情報を組み合わせて家庭の全体像を描き出し、的
確な「アセスメント」を行う。多職種が協働していくためには、「関係機関間の調整」を図り、
ネットワークでのアセスメントの共有は重要である。実態調査からは、児童相談所やネットワー
クで協働してアセスメントを行っていることがわかった。その際の課題は、第一に子どもと保
護者の意向を尊重することであり、当事者の参加があるとその後の支援の求めや主体的な問題
解決につながるものとなる。第二に、関係者は当事者と距離が近いことから当事者の感情に巻
き込まれやすいというリスクを持つことを理解し、ニーズアセスメントとリスクアセスメント
を区別して、ネットワークが共通に認めることができる客観的な評価を行うことも重要である。
第三に子どもの発達へのリスクや未来に対するダメージに関してもアセスメントをすることで
ある。支援を求めない家庭は積極的に介入していかない限り、家庭を遠巻きにして見守る状況
に陥る。家庭に介入して改善を図らなければ、やがて不登校や非行等の子どもの問題行動が生
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じがちであることは、小林（2007）＊12 らが指摘しているところである。
３．見守りと介入
　アセスメントに基づき、プランを作成し、ネットワークで役割を分担して、包括的な支援を
行う。調査結果からは、子どもの居場所とケア体制づくり・生活支援・見守り体制が効果的で
あることがわかった。このような見守りは多くの子ども家庭支援センターで取り組まれている。
さらに、１／４程度の子ども家庭支援センターでは、子どもと保護者の変化を求めるための援
助や関係調整、親子再統合に向けた支援などの介入も行なっている。支援を求めない家庭の保
護者は変化を望んでおらず、見守りだけでは家庭に変化は生じず、子どもが安心・安全に自己
を発揮できる生活環境の確保とはならない。ネットワークが作られても子どもが不適切な状況
に放置された状況が変わらないことに対して、子どもの身近にいる者ほど怒りや失望が大きく
なり、関係者間に温度差が生じてネットワークが後退していくということも指摘されている。
子ども時代の幸せと発達と守るためには、見守りに加えて積極的な介入が必要となる。相関分
析の結果では、介入に影響を及ぼす項目として、心理的ケアとあわせてアウトリーチ・マネジ
メントが挙がっている。具体的には、子どもと親の自己肯定感を高める対応や自立支援・養育
力向上のためのプログラム、家族関係や地域との関係調整、一時保護についての説明や虐待告
知等である。
４．評価
　支援を求めない家庭の揺れ動きの幅は大きく、また積極的な支援は関係を不安定にすること
もある。このためキーパーソンとなっている地域関係機関等との関係が悪化したり途切れた場
合も想定し、定期的にネットワークで支援の効果測定を行い、調整していく。また、支援を求
めない家庭は約束をしても守られないことや、支援の効果がみられないこともあり、支援者側
は疲労・消耗することもある。従って支援者が過度の期待や、あるいは挫折感を抱かないため
には、子どもと保護者の状況について客観的評価を行い、それをネットワークで共有すること
が求められる。家族のこれまでの経緯を把握し、生活行動関連についての評価等を実施するこ
とによって、行動の見通しを持つことができ、ふりまわされなくなる。
Ⅴ．結論
１．東京都子ども家庭支援センターの到達点と課題
　援助を求めない家庭に対応するソーシャルワーク実践には、常にネットワークとアウトリー
チが必要であり、アセスメントとプランを共有し、状況に応じた役割分担を行う。この中核を
果たす機関が子ども家庭支援センターであり、直接的な支援というよりも、むしろ地域関係機
関等による支援をバックアップし、ネットワークをマネジメントするという役割が主となる。
　子ども家庭支援センターが形成しているネットワークの現状をみると、相談関係機関・子ど
もの所属等の基幹型ネットワーク、地域住民・医療機関・警察や健全育成等の地域関係者型ネッ
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トワークについては、既に大半の子ども家庭支援センターが整備している。今後は、地域へ積
極的なアウトリーチを行なって教育関係・子育て支援・社会福祉協議会・女性相談センター・
障害関係など、多領域に渡るネットワークを開発することが課題であり、これによって潜在的
なニーズをキャチすることが期待される。またこのような多領域に渡るネットワークは家庭へ
の介入を可能とし、支援の向上と支援者自身のバックアップにつながると考えられる。
　さらに在宅支援サービスもケースマネジメントと有意な関係が認められたが、現状は量的に
も質的にも不足している。ネットワークの中で住民・当事者の参加や自主サークルの支援など、
資源の活用・開発を行っていくことが、今後の課題である。
　支援の内容を見守りと介入に分けて見ると、子どもと家庭の見守り体制は整備されつつある。
しかし例えばネグレクトの家庭をみると、それだけでは子どもの発達や権利を守る生活の場と
はならない。支援を求めない家庭は、家庭の力だけで変容することは難しく、社会的な介入に
よって子どもの安定した生活を確保することが必要である。そのためには、見守りだけではな
く、積極的に家庭に介入することが今後の課題となる。本論でいう介入とは家庭の変容を求め
る積極的な援助であり、児童相談所と市町村ではその内容は異なる。児童相談所は法的根拠に
基づく専門的援助であり、立ち入り調査・子どもの保護などを行う法的権限を有し、保護者と
対立的な役割をとることも少なくない。一方で地域での支援は、予防と長期的な生活支援が役
割であり、市町村はネットワークを用いた調査権はあるが、保護者の同意を得た支援が原則で
ある。しかし多領域に渡るネットワークを開発することで、家庭の困っていることに寄り添い、
養育と生活を直接的に支援することができる。これを通して子どもと保護者のエンパワメント
を図り、変容のきっかけを創出する。本調査の結果では、子ども家庭支援センターの約半数が
一時保護の説明や虐待告知等を行っているが、それは保護者との対決ではなく、現状認識を深
めるやりとりである。支援を求めない家庭のニーズをキャッチし、生活や子育てのあり方につ
いて専門職として判断した「必要」に応じて介入し、両者の合意に基づき生活の再設計を支援
する。支援を求めない人を排除せず、また強制するのでもなく、いかにソーシャルワーク実践
の対象としていくことができるかが、地域での介入の課題である。
　東京都子ども家庭支援センターの今後の課題は、このようなソーシャルワーク業務を担当す
る者の資質向上であろう。 専門性については実態調査の自由記述でも、個人の力量任せとな
りがちな現状が記載されていた。経験の蓄積が個人にとどまり、担当者の異動によって子ども
家庭支援センターの力量が変化するという事態も生じている。2008 年改正児童福祉法によっ
て、ようやく調整機関を担う人材の資質に努力義務が課せられたが、まだ、ソーシャルワーカー
に限定した規定とはなっていない。本研究によって、地域での包括的な支援にソーシャルワー
クが不可欠なことを明らかにしたが、現在、これを担っているのはソーシャルワーク業務担当
者であり、必ずしもソーシャルワークの専門職ではない。調査結果からは、社会福祉士の資格
保有者は、子ども家庭支援ワーカーが１割、虐待対策ワーカーが25％であった。ソーシャルワー
ク専門職の確立が課題である。
　また、効果測定の指標の作成も課題である。今回の実態調査で明らかになった課題は、評価
の視点の弱さであり、それがネットワークの連携不全の要因ともなっている。一方で子ども・
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子育て支援の新たな仕組みづくりが進んでいるが、支援を求めない家庭が活用できるシステム
とはなっていないことが問題とされている。ネットワークから排除される子どもを生み出さな
いためには、地域において予防から親子再統合までの一貫した施策を行うことが重要である。
問題とされながら、子ども家庭福祉においてこのようなコミュニティ・ソーシャルワークが根
付かない理由の一つに、ボーダー層を対象とするソーシャルワークの効果が見えにくいことが
ある。地域住民や当事者も含めたネットワークの中で可視化・共有化を進めていくために、ニー
ズ・アセスメントの開発、さらには支援の効果を図るための効果測定の指標が必要である。
２．本研究の限界と課題
　本研究の限界は、東京都子ども家庭支援センターに焦点を絞った点である。国の施策以前に
地域での児童家庭相談援助に取り組み、さらにケースマネジメントの方法を用いることを明確
にしてきた東京都子ども家庭支援センターの実践は、他の地域に影響を及ぼしていることが推
察される。今回の研究は東京都子ども家庭支援センターに限定しているが、今後は、他の地域
の取り組みも含めて検討し、国の施策に東京都子ども家庭支援センターが及ぼす影響について
も明らかにしたい。
　さらに、地域住民や当事者も含めたネットワークの中で“支援効果”の可視化・共有化を進
めていくために、支援効果測定の指標を作成する必要がある。これを用いてアウトリーチとネッ
トワークの効果をさらに追求することが、今後の研究課題である。
参考文献
　　　　　　　　　　　　　　　　
福山和女（2009）「ソーシャルワークにおける協働とその技法」ソーシャルワーク研究　4-16．
相川書房
加藤子・安部計彦（2008）｢ 子どもを守る地域ネットワーク活動実践ハンドブック ｣中央法規
出版
金子恵美（2005）「区市町村における子ども家庭支援システムのあり方に関する調査研究－都
内の子ども家庭支援センターの事例を中心にー」東京都社会福祉協議会委託調査
金子恵美（2010）「地域における子ども家庭支援ネットワークの展開に関する研究」子ども家
庭福祉学第９号　p15-25，子ども家庭福祉学会
小林美智子・松本伊智朗（2007）「子ども虐待ー介入と支援のはざまでー」明石書店
才村準（2005）｢ 子ども虐待ソーシャルワーク論 ｣有斐閣
高橋重宏（2007）『子ども家庭福祉とソーシャルワーク』有斐閣
渡辺顕一郎・橋本真紀（2011）「詳解地域子育て支援拠点ガイドラインの手引」中央法規出版
― 61 ―
注・引用文献
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